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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】
　平成21年６月29日に提出しました第169期（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）有価証券報告書の記載事項の一部

に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書を提出するものであります。

 

２【訂正事項】
第一部　企業情報

第５　経理の状況

１　連結財務諸表等

(1）連結財務諸表

注記事項

（税効果会計関係）

２　財務諸表等

(1）財務諸表

注記事項

（税効果会計関係）

 

３【訂正箇所】
　訂正箇所は　　　　　　　を付して表示しております。
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第一部【企業情報】

第５【経理の状況】

１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

【注記事項】

（税効果会計関係）

（訂正前）

前連結会計年度
（平成20年３月31日）

当連結会計年度
（平成21年３月31日）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳

 

（繰延税金資産）  

退職給付引当金限度超過額 309,614千円

役員退職慰労引当金限度超過額 34,385

貸倒引当金限度超過額 39,632

賞与引当金限度超過額 58,919

未払事業税 7,059

ゴルフ会員権評価損 20,071

株式評価損 11,294

棚卸資産未実現利益 △4,145

子会社繰越欠損金 15,729

その他 14,426

繰延税金資産小計 506,984千円

評価性引当額 △70,129

繰延税金資産合計 436,855千円

  

（繰延税金負債）  

その他有価証券評価差額金 △48,866千円

債権債務の消去に伴う貸倒引当金
の取崩

△1,094

その他 △12

繰延税金負債合計 △49,972千円

繰延税金資産の純額 386,833千円

　

 

（繰延税金資産）  

退職給付引当金 306,308千円

役員退職慰労引当金 39,083

貸倒引当金 44,199

賞与引当金 36,779

未払事業税 3,756

ゴルフ会員権評価損 20,071

株式評価損 84,194

棚卸資産未実現利益 △980

その他投資有価証券評価差額 9,845

子会社繰越欠損金 16,953

その他 10,803

繰延税金資産小計 571,011千円

評価性引当額 △90,397

繰延税金資産合計 480,614千円

  

（繰延税金負債）  

債権債務の消去に伴う貸倒引当金
の取崩

△932

その他 290

繰延税金負債合計 △642千円

繰延税金資産の純額 479,972千円

　

　繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目

に含まれております。

　繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目

に含まれております。

 

流動資産－繰延税金資産 84,893千円

固定資産－繰延税金資産 301,990

　

 

流動資産－繰延税金資産 44,914千円

固定資産－繰延税金資産 435,058

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であ

るため、注記を省略しております。

　当連結会計年度において、税金等調整前当期純損失を

計上しているため、記載を省略しております。
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（訂正後）

前連結会計年度
（平成20年３月31日）

当連結会計年度
（平成21年３月31日）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳

 

（繰延税金資産）  

退職給付引当金限度超過額 309,614千円

役員退職慰労引当金限度超過額 34,385

貸倒引当金限度超過額 39,632

賞与引当金限度超過額 58,919

未払事業税 7,059

ゴルフ会員権評価損 20,071

株式評価損 11,294

棚卸資産未実現利益 △4,145

子会社繰越欠損金 15,729

その他 14,426

繰延税金資産小計 506,984千円

評価性引当額 △70,129

繰延税金資産合計 436,855千円

  

（繰延税金負債）  

その他有価証券評価差額金 △48,866千円

債権債務の消去に伴う貸倒引当金
の取崩

△1,094

その他 △12

繰延税金負債合計 △49,972千円

繰延税金資産の純額 386,833千円

　

 

（繰延税金資産）  

退職給付引当金 306,308千円

役員退職慰労引当金 39,083

貸倒引当金 44,199

賞与引当金 36,779

未払事業税 3,756

ゴルフ会員権評価損 20,071

株式評価損 84,194

棚卸資産未実現利益 △980

その他有価証券評価差額金 9,845

子会社繰越欠損金 16,953

その他 10,803

繰延税金資産小計 571,011千円

評価性引当額 △90,397

繰延税金資産合計 480,614千円

  

（繰延税金負債）  

債権債務の消去に伴う貸倒引当金
の取崩

△932

その他 290

繰延税金負債合計 △642千円

繰延税金資産の純額 479,972千円

　

　繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目

に含まれております。

　繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目

に含まれております。

 

流動資産－繰延税金資産 84,893千円

固定資産－繰延税金資産 301,990

　

 

流動資産－繰延税金資産 44,914千円

固定資産－繰延税金資産 435,058

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であ

るため、注記を省略しております。

　当連結会計年度において、税金等調整前当期純損失を

計上しているため、記載を省略しております。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

【注記事項】

（税効果会計関係）

（訂正前）

前事業年度
（平成20年３月31日）

当事業年度
（平成21年３月31日）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳

 

（繰延税金資産）  

退職給付引当金限度超過額 295,922千円

役員退職慰労引当金限度超過額 34,385

貸倒引当金限度超過額 39,632

賞与引当金限度超過額 46,170

ゴルフ会員権評価損 20,071

未払事業税 6,068

株式評価損 11,294

その他 13,013

繰延税金資産小計 466,555千円

評価性引当額 △70,129

繰延税金資産合計 396,426千円

  

（繰延税金負債）  

その他有価証券評価差額金 △48,866千円

繰延税金負債合計 △48,866千円

繰延税金資産の純額 347,560千円

　

 

（繰延税金資産）  

退職給付引当金 290,993千円

役員退職慰労引当金 39,083

貸倒引当金 44,092

賞与引当金 34,020

ゴルフ会員権評価損 20,071

株式評価損 84,194

その他投資有価証券評価差額 9,845

繰越欠損金 16,953

その他 20,497

繰延税金資産小計 559,748千円

評価性引当額 △90,397

繰延税金資産合計 469,351千円

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であ

るため、注記を省略しております。

　当事業年度において、税引前当期純損失を計上してい

るため、記載を省略しております。
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（訂正後）

前事業年度
（平成20年３月31日）

当事業年度
（平成21年３月31日）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳

 

（繰延税金資産）  

退職給付引当金限度超過額 295,922千円

役員退職慰労引当金限度超過額 34,385

貸倒引当金限度超過額 39,632

賞与引当金限度超過額 46,170

ゴルフ会員権評価損 20,071

未払事業税 6,068

株式評価損 11,294

その他 13,013

繰延税金資産小計 466,555千円

評価性引当額 △70,129

繰延税金資産合計 396,426千円

  

（繰延税金負債）  

その他有価証券評価差額金 △48,866千円

繰延税金負債合計 △48,866千円

繰延税金資産の純額 347,560千円

　

 

（繰延税金資産）  

退職給付引当金 290,993千円

役員退職慰労引当金 39,083

貸倒引当金 44,092

賞与引当金 34,020

ゴルフ会員権評価損 20,071

株式評価損 84,194

その他有価証券評価差額金 9,845

繰越欠損金 16,953

その他 20,497

繰延税金資産小計 559,748千円

評価性引当額 △90,397

繰延税金資産合計 469,351千円

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であ

るため、注記を省略しております。

　当事業年度において、税引前当期純損失を計上してい

るため、記載を省略しております。
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